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１１   パパーートトタタイイムム労労働働法法改改正正のの背背景景   

  

少子高齢化が進み、労働力人口が減少していくなか、パートタイム労働者は平成１

８年には１，２０５万人と、雇用者全体の２割強を占め、わが国の経済活動の重要な

役割を担っています。 

パートタイム労働者の内訳をみると、約７割が女性ですが、若年者や高齢者を中

心に役職者も現れ、その働きぶりは、近年特に多様化・基幹化しています。 

しかしながら、一方で、仕事や責任、人事管理が正社員と同様なのに、賃金など待

遇が働きに見合っていないパートタイム労働者の存在や、一度パートタイム労働者と

して就職すると、希望してもなかなか正社員になることが難しい、といった問題が存在

し、パートタイム労働者の働く意欲を失わせてしまうような現象も起きています。 

こうした問題を解消し、パートタイム労働者がその能力を一層有効に発揮すること

ができる雇用環境を整備するため、パートタイム労働法が改正されることになりまし

た。 

 

 

２２   改改正正パパーートトタタイイムム労労働働法法のの概概要要   

  

【  労 働 条件の明確化 と労働者の納得性の向上  】  

① 労働条件の文書交付等による明示 

事業主は、パートタイム労働者を雇い入れたときは、速やかに、「昇給の有

無」、「退職手当の有無」、「賞与の有無」を文書の交付等により明示しなけれ

ばならない。 

→ 違反の場合は１０万円以下の過料 

② 待遇の決定についての説明義務 

事業主は、その雇用するパートタイム労働者から求めがあったときは、その

待遇を決定するに当たって考慮した事項を説明しなければならない。 

③ 通常の労働者への転換の推進 

事業主は通常の労働者への転換を推進するため、その雇用するパートタイ

ム労働者について、次のいずれかの措置を講じなければならない。 

☆ 通常の労働者を募集する場合、その募集内容を既に雇っているパートタ

イム労働者に周知する。 



 

☆ 通常の労働者のポストを社内公募する場合、既に雇っているパートタイ

ム労働者にも応募する機会を与える。 

☆ パートタイム労働者が通常の労働者への転換するための試験制度を設

けるなど、転換制度を導入する。 

☆ その他通常の労働者への転換を推進するための措置 

 

【  均 衡 のとれた待遇  】  

① 働きに応じた賃金決定 

事業主は、通常の労働者との均衡ある待遇の確保を図るため、職務関連の

賃金を決定するように努めるものとする。 

② 教育訓練の実施 

事業主は、教育訓練であって、職務遂行に必要な能力を付与するためのも

のについては、職務が同じであるパートタイム労働者に対しても行わなければ

ならない。 

③ 福利厚生の利用に対する配慮 

事業主は、通常の労働者に対して利用の機会を与える福利厚生施設（給食

施設、休憩室、更衣室）については、その利用するパートタイム労働者に対し

ても、利用の機会を与えるように考慮しなければならない。 

 

＜ 職務の内容が通常の労働者と同じパートタイム労働者  ＞ 

④ 人材活用の仕組みや運用が同じ期間の賃金は通常の労働者と同じ決定方

法で 

⑤ 職務遂行に必要な教育訓練は通常の労働者と同様に 

 

＜ 長期にわたる働き方が通常の労働者と同じパートタイム労働者  ＞ 

⑥ すべての待遇について差別的取り扱いの禁止 

 

【  苦 情 ・紛 争解決の仕組みの整備  】  

○ 苦情の自主的解決努力と紛争解決援助 

・事業主は、パートタイム労働者から苦情の申出を受けたときは、苦情処理

機関に苦情の処理をゆだねるなどして、自主的な解決を図るように努める

ものとする。 

・都道府県労働局長は、紛争の当事者の双方又は一方からその解決につき

援助を求められた場合には。当該紛争の当事者に対し、必要な助言、指

導又は勧告をすることができる。 

・事業主は、パートタイム労働者が紛争解決の援助を求めたことを理由とし



 

て、当該パートタイム労働者に対して解雇その他不利益な取り扱いをして

はならない。 

 

３３   企企業業のの実実務務対対応応   

① パート労働者のいる会社では、パート労働者の就業規則の作成 

② 労働条件を文書などで明示 

「昇給の有無」、「退職手当の有無」、「賞与の有無」を文書の交付等により明示 

→ 違反の場合は１０万円以下の過料 

③ 待遇の決定についての説明義務 

④ 通常の労働者への転換の推進 

⑤ 通常の労働者と就業の実態が同じパート労働者の差別的取り扱いの禁止 

 

４４   パパーートトタタイイママーー均均等等待待遇遇推推進進助助成成金金   

① 正社員と共通の処遇制度の導入（５０万円） 

② パートタイマーの能力・職務に応じた処遇制度の導入（３０万円） 

③ 正社員への転換制度の導入（３０万円） 

④ 短時間正社員制度の導入（３０万円） 

⑤ 教育訓練制度の導入（３０万円） 

⑥ 健康診断制度の導入（３０万円） 

 

【  問 い合わせ先  】  

財財財 団団団 法法法 人人人    ２２２１１１世世世 紀紀紀 職職職 業業業 財財財 団団団    東東東 京京京 事事事 務務務 所所所    ０００３３３－－－３３３８８８６６６８８８－－－９９９ ６６６０００１１１    


